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別紙 2 日本企業を対象としたアンケート調査の回答結果(2016年度)

回答企業数 57社

0
10
20
30
40
50
60

Q1-2 事業形態を教えて下さい

現地に独自の事務所 現地企業に委託 現地企業との合弁

0
5

10
15
20
25
30

Q1-3 現地に事業所を構えている場合、その事業所の性質を教えて下さい。
（２法人構えている企業から複数回答有り）

法人格のない事業者 支店・駐在員事務所 現地法に基づく内国法人

現地法に基づく外国法人 その他（海外法人の子会社等）

0

5

10

15

20

Q1-4 従業員（アルバイト等含む。）は何名いますか

5名以下 6名～20名 21名～50名 51名～100名 101名以上 無回答
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0

5

10

15

20

25

30

Q1-5 資本金の額はいくらですか（日本円による概算）

個人事業主、資本金なし 100万円以下 100万円超1000万円以下
1000万円超5000万円以下 5000万円超1億円以下 1億円超
無回答

0

10

20

30

40

Q2 現地にいる間直面した法的問題について教えて下さい。
（問題の有無）

問題あり 問題なし 無回答

0
2
4
6
8

10
12

Q2 現地にいる間に直面した法的問題について教えて下さい。
（回答者の内訳、複数回答）

起業 投資 取引 貿易 労務 債権回収 撤退 その他
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0
5

10
15
20
25
30
35

Q2-1 良く生起する問題は、どのような法令に関連するものですか。
（回答の有無）

問題あり 問題なし 無回答

0

5

10

15

20

25

Q2-1 良く生起する問題は、どのような法令に関連するものですか。
（複数回答、回答者内訳）

民法、商法等の基本法 知的財産法 競争法

投資関係法令 特別な契約法 刑事法

その他（労務、税務等）

0

5

10

15

20

25

Q2-2そのような問題に直面した際に、問題となる法令にどのようにアクセスし
ていますか。

（複数回答、回答者のみ）

政府のホームページ 公刊されている法律集や法律書 現地政府に直接聞く

在外公館やJETRO窓口に尋ねる 現地法弁護士に聞く 現地にいる日本法弁護士に聞く

アクセスする方法が無い その他
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0

5

10

15

20

25

Q2-3知りたい法令の内容にアクセスできないことがありますか。

ない

法律・政令はアクセスできるが、通達・ガイドラインはアクセス不可・著しく困難

法律を含め法令全般へのアクセスが不可能又は著しく困難

その他

無回答

0

10

20

30

Q2-4現地法令の法的安定性についてどうお考えですか。

法令の制定改廃の事実やその趣旨は毎回明確

法令の制定改廃は明確だが、通達やガイドラインについてはその制定改廃の事実が一般に明らかにならな

いことがある

法令の制定改廃の状況が明らかではない

その他

無回答
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0

5

10

15

20

25

30

Q2-5現地の裁判制度についてどうお考えですか。

判断は安定しており、費用・時間もリーズナブル 判断は安定しているが、費用又は時間がかかる

費用や時間はかからないが、判断が安定していない 費用や時間もかかり、判断も安定していない

その他（不明等） 無回答

0
5

10
15
20
25
30
35
40
45

Q3 法的問題に直面した際、誰かに相談しましたか。

ある ない 無回答
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0

5

10

15

20

25

Q3あると答えた方は、どちらに相談しましたか。
（複数回答）

勤務先 保険会社

現地の警察など現地政府機関 現地のコンサルタント（弁護士以外）

現地資格の弁護士 現地の税理士・会計士事務所

日本大使館 現地JETRO事務所
現地にいる日本法弁護士 日本にいる日本法弁護士

学校 その他

0
2
4
6
8

10
12
14
16

Q4-1なぜ、現地にいる日本法弁護士に相談したのでしょうか。

日本語で相談したかった 日本人特有の事情に明るい 日本人弁護士を紹介してもらった

専門家に相談するのが一番 その他
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0
2
4
6
8

10
12

Q4-2相談した弁護士は、どのようにして知りましたか。

もともと顔見知り 日本で相談している法律事務所の海外拠点

日本の法律事務所からの紹介 在外公館からの紹介

自社で独自に調べた その他

0
2
4
6
8

10
12
14

Q4-3 現地にいる日本法弁護士に相談した結果、満足していますか。

満足している まあまあ満足している 満足していない

0
2
4
6
8

10
12
14

Q4-5現地の日本法弁護士には、なぜ相談しなかったのでしょうか。

費用が高い 弁護士以外に相談

弁護士に相談するのは敷居が高い 弁護士に相談しても解決できない

解決までに時間がかかる 現地での問題に詳しいと思わない

日本の弁護士が現地にいることを知らない その他（大きな問題に遭遇していない等）
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0
2
4
6
8

10
12

Q5-1 なぜ、現地資格の弁護士に相談したのでしょうか。

現地法の問題については現地の弁護士に相談するべき

日本法より詳しいと思った

現地の弁護士を紹介してもらった

日本人弁護士より安価にサービスを受けられるイメージ

その他

0

2

4

6

8

10

Q5-2 相談した弁護士は、どのようにして知りましたか。

もともと顔見知り 日本の法律事務所からの紹介 在外公館からの紹介 自社で独自に調べた その他

0
2
4
6
8

10
12

Q5-3 現地資格の弁護士に相談してみた結果、満足していますか。

満足している まあまあ満足している 不満
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0
2
4
6
8

10
12
14

Q5-4なぜ、現地資格の弁護士に相談しなかったのでしょうか。

外国語で相談するのに抵抗 コストがかかる 知っている弁護士がいない

日本人特有の事情は分からない その他

0
2
4
6
8

10
12
14
16

Q6-1 具体的には、どちらに相談されましたか。

日本大使館の日本企業等支援窓口 JETRO現地事務所 その他

0
2
4
6
8

10
12

Q6-3なぜ相談されなかったのでしょうか。

在外公館等が対応してくれることを知らなかった 在外公館等が遠隔地にあり、相談に行けなかった

公的な機関なので近寄りがたかった ほかに相談できる場所が身近にあった

その他
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0

10

20

30

40

50

Q7-1日本法弁護士に現地で相談できる窓口があるなら、利用したいでしょうか。

利用したい 利用したくない 無回答

0

5

10

15

20

25

Q7-2もし利用したい場合、どういった料金体系を希望しますか。

初回無料法律相談 初回30分5000円まで
上限額が決まっている 相談する内容によるので何とも言えない

その他

0

5

10

15

20

25

Q7-3もし利用したい場合、どういった条件が整っていることを希望しますか。

日本法弁護士の人数がもっと増えて欲しい

なるべくトラブルに巻き込まれている事を知られない方法で相談したい

その他
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0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

Q7-4 もし利用したい場合、現地窓口がどのような場所にあれば利用しやすいで
しょうか。

日本人会 日本人学校

現地日本人商工会議所 日本大使館

現地の日系法律事務所 日本人弁護士等がいる現地の法律事務所

どこでもよい その他

0

10

20

30

40

50

60

Q8 ミャンマーの一部有力個人及び有力企業が、米国財務省外国資産管理局
（OFAC）による経済制裁対象者（SDNリスト）であることを知っていますか。

はい いいえ 無回答
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0
5

10
15
20
25
30
35

Q8-1 事業を計画又は進行する上で、経済制裁対象者が関与していることを理由
に、問題が生じたことはありますか。

はい いいえ

0

2

4

6

8

10

Q8-2問題が生じたことがある場合、どのように対応されましたか。

対象者をプロジェクトから外した プロジェクトをあきらめた その他


